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１ はじめに

2006年３月発表の商業統
1)

計によれば，小売業全体の年間商品販売額は133兆2786億円で，前回

平成14年調査比マイナス1.4％である。これに対して，前回調査から新業態として新しく区分さ

れたホームセンター部
2)

門の年間商品販売額は３兆1413億円で，前回調査比プラス2.1％となって

いる。日本のホームセンター市場は1970年代以降わずか30余年で３兆円を越える巨大市場に成長
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ホームセンター企業におけるチェーンストア経営

岡 本 大 輔

要 約

1970年代以降，順調な成長を遂げてきた日本のホームセンター業界では，21世紀に入りホーム

センター企業の成長が鈍化してきている。成長に大いに貢献してきた本部中心のチェーンストア

方式は，オーバー・ストア状態になった現在のホームセンター業界において，本部の権限が大き

すぎ，各個店の店舗レベルの力が十分に発揮されず，個性化・多様化する消費者ニーズに十分対

応できない，という問題点の故，変化を余儀なくされている。本小論では，ホームセンター企業

における望ましいチェーンストア経営を考えるため，21世紀HC経営研究会のデータを利用し，

本部中心のチェーンストア経営と店舗レベルで力を発揮する個店経営とでの業務の分担状況，そ

してそれらの企業業績との関連を調べた。その結果，店舗レベルの業務を現状よりももっと重視

していくべきであり，本部レベルの権限の減少が望まれる，という結論を得た。全体の方向性を

決定するWHATのレベルは本部担当，その後の効率的な実行段階であるHOW のレベルは店

舗に任せるべきである，といえる。

キーワード

ホームセンター企業，チェーンストア経営，個店経営，収益性

1) 平成16年調査確報・業態別（http://www.meti.go.jp/statistics/data/h2sc000j.html)。尚，商業統計は５

年ごとの調査であり，調査年の２年後に簡易調査が行なわれる。最新調査は平成14年であり，平成16年は簡

易調査。

2) ホームセンターの定義は，住関連スーパー（売場面積250m以上，住関連売上70％以上）のうち，金物・

荒物・農耕用品売上合計が０％以上70％未満。詳しくは注１のサイト参照。



したことになり，現在，店舗数3565店，上場企業13社を含む178社が存在してい
3)

る。商業統計に

おいても独立業態として調査対象になり，小売業全体に比べてまだまだ成長している市場である

といえる。これは従来の衣料品・食料品を中心とするスーパー・GMSなどと異なり，それまで長

く買い物の真空状態だったノンフーズ分野をカバーするDIY志向の店として誕生し，金物店で

しか買えなかったネジ・クギ・金物や工具，長尺ものの木材，切売りで購入できるインテリア用

品，軽家具，そして園芸やペット用品，果てはティッシュや洗剤などの消耗品に至るまで幅広い

商品を扱い，業種店の金物店市場，あるいはGMSの住居関連部門の市場を奪い，さらに住宅関

連市場そのものの需要を掘り起こし，拡大させてきた結果であ
4)

る。

しかしながらその高成長も21世紀に入ってからは鈍化し始め，現在も商業統計ではプラス成長

となっているものの，その成長率は減少傾向である。たとえば前述のプラス2.1％も２年分の成

長率なので，年単純平均にすればプラス１％強であり，前回の商業統計発表時の年単純平均成長

率プラス９％強に比べて大きく下回っている（図表
5)

１)。業界全体が大きく成長してきた20世紀

に比べ，21世紀のホームセンター業界では，いわゆる勝ち組と負け組の差が大きく出てきた，と

いえる。その差の原因はどこにあるのであろうか。そのひとつにチェーンストア経営の適用問題

がある。すなわち，ホームセンターはスーパー・GMSなどと同じく米国チェーンストア理論を

柱に成長してきたが，そのスーパー・GMSのチェーンストア経営に陰りが見え始めたのと同様，

ホームセンターのチェーンストア経営にも問題が出てきているのである。本小論では，ホームセ
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図表１ 商業統計による年間商品販売額（兆円)

3) 2005年７月現在，アイリスオーヤマ株式会社調べ。

4) 大山健太郎［2001］pp.33-35.また，ダビッドソンらは「ホーム・インプルーブメント・センターは，関連

性のある商品とサービスのより良い組合せを“提供する”ことに，まず力点を置いた。……品ぞろえは，金

物屋であろうと，建築資材業者であろうと，どちらもかなわない。これに加えて，多くのホーム・インプ

ルーブメント・センターは，広範囲の顧客相談や家庭改善についての店内セミナー，時には，ドウ・イット・

セルファーたちの下請援助もする。こうした全体的な提供を行なう場合には，価格は１つの要素ではあるが，

相対的には小さな要素に過ぎなくなるわけである。」と述べている。ダビッドソン他［1977］p.33.
5) 図表１のように商業統計平成14年調査によると，ホームセンター部門年間商品販売額は，平成11年調査に

比べてプラス28.0％となっている。尚，ホームセンター部門は平成14年調査より設置されたが，平成11年

データは平成14年調査時に，遡って算出・公表されている。
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ンター企業におけるチェーンストア経営を検証し，どのような適用方法を採用しているホームセ

ンター企業が高収益を上げているのか，という観点からの調査と分析を行なう。次章以降では，

まずチェーンストア経営を概観し，スーパー・GMS等での近年の問題点を探り，さらにそれら

をホームセンター企業に当てはめた場合にどうなるかを考察し，ホームセンター企業での望まし

いチェーンストア経営を探る。そして実際のデータを用いた実証研究により，その是非を検討す

る。

２ チェーンストア経営とその問題点

チェーンストア経営が成立したのは1910年代から1920年代のアメリカであり，その後1930年代

初めに日本の流通関係者（主として百貨店）によって注目された。それはチェーンストア経営の

成長性の高さとともに，店舗運営とマーチャンダイジング，在庫管理，販売促進方法などの小売

マネジメント手法の新しさ故のことであったとい
6)

う。国際チェーンストア協会の定義によれば

「チェーンストアとは，単一資本で11店舗以上の店舗を直接経営管理する小売業または飲食業の

形態」となっており，また日本チェーンストア協会ではその会員資格として「チェーンストアを

営む小売業法人であって，11店舗以上または年商10億円以上のもの」としてい
7)

る。いずれにして

も，多店舗展開による標準化・分業化などによる規模の利益が追求される。すなわち，そこで理

想とされるのは店舗と品揃えの標準化，仕入れと販売の分離，本部における計数管理とマーチャ

ンダイジング計画策定，店舗運営と販売方法のマニュアル化，単品大量仕入れによるコスト削減，

そして大量販売力を前提とした PBの開発などであ
8)

る。従ってチェーンストア経営の特徴は，多

店舗展開を基本とし，経営者及び従業員の給与・仕入れコスト・情報システム機器等の固定費な

どを多くの店舗数で割り振るところにあり，店舗数が増えるほど一店舗あたりの間接経費の負担

を少なく出来
9)

るところにあるといえる。

この経営方式は日本のスーパー・GMSなどに取り入れられ，大いにメリットが享受され，そ

れらの発展の原動力となってきた。モノが足りない時代，需要が供給を上回る時代，作れば売れ

る時代には，非常にうまく機能してきたシステムであった。ところが，その後環境は大きく変化

し，メリットよりもデメリットが指摘されるようになる。鈴木氏はその背景として，次の要因を

指摘している。

・多様な消費者ニーズに基づくライフスタイルの変化

・人口構成や家族構成の変化に伴う消費生活と購買行動の変化

・中央集権主義から地方分散化主義への移行による地域市場の細分化傾向

6) 三村優美子［2002］p.37.

7) 日本チェーンストア協会（http://www.jcsa.gr.jp/）

8) 三村優美子［2002］p.38.

9) 鈴木豊［2001］p.27.
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・店舗の過多性による一人当たり売り場面積の拡大傾向

・大店立地法の施行による新たな出店規制環境の創設

・外資小売業の参入による国際的寡占化の進行

そしてその結果，本部が一括集中仕入れ方式によってコストダウンを図り，それら商品を一方的

に各店舗へ送り込み，その売上と粗利をただ管理しておく経営はもはや成り立たなくなってきて

おり，今日では，各店舗において売上と利益のすべてを自主的に管理・調整していくことが不可

欠である，その理由は，低消費・高コスト時代に突入し，人件費，家賃，水道光熱費など，本部

が決定している経費のすべてを店舗の資源として効果的に運用していかねばならなくなったから，

としてい
10)

る。

また三村教授は，従来のチェーンストア・モデルに対して，成長業態として注目されたコンビ

ニエンスストアが新しいタイプのチェーンストア・モデル（修正チェーンストア・モデル）を提示し

た，として，その特徴を，店舗の品揃えの完全な標準化・POS単品管理を駆使することで無駄な

仕入れと在庫の排除・適時適量の品切れなき物流システムに支えられた効率的な店舗運営として

いる。氏によれば，1970年代までのチェーンストア・モデルが，後方垂直統合と集権的組織を特

徴として規模と範囲の経済に競争優位を求めようとしていたのに対して，新しいチェーンスト

ア・モデルでは，緩やかな垂直的機能連携と分権的組織を特徴として速度の経済に競争優位を求

めるものであり，従来のチェーンストア・モデルがテイラーの科学的管理法とフォードの大量生

産システムの流通への応用と考えられることに対して，修正チェーンストア・モデルは適時適量

という表現が示すように，基本的にトヨタ・システム（リーン生産システム）の流通への応用モデ

ルである，とい
11)

う。

また小川教授は，本部がすべての中心という従来の方式は，需要が供給よりも大きな時代には

適していた，現在は売れない商品はいくら価格を下げたところで永遠に売れない，さらに店舗の

周りにその市場の魅力度を察知して競合企業が店舗を出店させ，競争は激化し，オーバー・スト

アの状態である，個店ごとのきめ細かい市場対応が必要となってきている，としてい
12)

る。そこで，

氏は「ディマンド・チェーン経営」を提唱し，その特徴として，返品制が生み出すムダを排除し，

組織能力の向上を図る「取引制度革新」，バイヤーや店長の俗人的才覚や努力に頼る担当者任せ

から脱却し組織全体でノウハウを共有しプロセスを透明化する「営業革新」，本部・店舗の二分法

から脱却し個店が直面する市場への細かい対応を行ないつつ規模のメリットを活かす「組織革

新」，本部・店舗間で双方向コミュニケーションを図る「コミュニケーション革新」，多頻度小口

配送を実現する「物流革新」という５つの革新を挙げてい
13)

る。

同様の指摘は他にも多く，たとえば三家教授は80年代前半に早くも，当時のチェーンストア形

10) 鈴木豊［2001］p.175.

11) 三村優美子［2002］pp.38-39.

12) 小川進［2000］p.210.

13) 小川進［2001］pp.45-57.
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態と今後予測される小売形態として，前提需要は“同質性から異質性へ”，活動方向は“多店舗

同質的需要から各地域需要対応へ”，組織は“主要機能本部集中から店舗・売場への分権化へ”，

基本的マーチャンダイジングは“マスから多品種へ”，顧客吸引要因は“低価格から品揃えへ”，

来店目的は“買い物から買い物プラスαへ”と変化する，としてい
14)

る。

チェーンストア経営は時代とともに変化を余儀なくされてきた。この方式を取り入れ，後発で

発展してきたホームセンター企業にも全く同じ現象が21世紀に入って現れてきている，というこ

とが考えられる。すなわち，ホームセンター企業においても当初有効に作用していたチェーンス

トア経営に問題点が出てくるようになり，本部中心ではなく，個店への分権化の必要が叫ばれる

ようになってきているのである。このような状況において，アイリスオーヤマ株式会社・日本総

合研究所はAPPENDIXに示すような新しいホームセンター経営を考える「21世紀HC経営研

究会」を発足させ，数社のホームセンター企業の協力を得て，データ収集・現状分析を行なって

きた。筆者はそれらの結果を受け，今後のホームセンター企業の経営に関していくつかの分析結

果を公表してき
15)

た。それらによれば，ホームセンター企業の店舗の業績を左右する要因として，

下記の事実が検証されている。

・売上の部門集中度（店舗により10-15部門程度の商品を扱っているが，そのうち売上上位３部門から

５部門程度に商品を絞って，個店の強みを明確化している店舗の業績が良い）

・価格競争力（特売商品に関しては競合店舗に比べて価格競争力を持つことが重要だが，定番商品に関

してはそれほど重要ではなく，全体として安さをアピールするよりも品揃えをアピールできる力を

持った店舗の業績が良い）

・店長（同じ競争条件の店舗であっても，店長の経験，モノの考え方は大きく業績に影響する）

・正社員比率（人件費を低く抑えることは高業績を上げるために重要であるが，それを重視し過ぎ，

パート・アルバイト比率が上がりすぎ，正社員比率が下がると業績に悪影響を及ぼす。幅広い商品知識

を持ち，的確な接客が出来る正社員のいる店舗の業績が良い）

これらの結果から，本部が多くのことを決め，個店はそれらの計画を忠実に実行していく方式

の昔ながらのチェーンストア経営では，ホームセンター企業にとっても多くの問題が浮上してく

ると考えられる。各個店へのある程度の権限委譲が必要不可欠である，と言える。とはいえ，

チェーンストア経営のメリットも無視できないので全面的に個店に依存，というわけにもいかな

い。現実問題としては各種業務をすべて本部レベルで行なう「チェーンストア経営」とすべて

個々の店舗レベルで行なう「個店経営」のどちらも極端であり，それぞれを織り交ぜた折衷案，

ということになると予想される。もう少しいえば，全体の方向性を決める大枠は本部が担当し，

細かいレベルの調整は個店に任せる，という方式が考えられる。そこで，以下では21世紀HC

14) 三家英治［1982］pp.130-139.

15) 拙稿［2002］，拙稿［2003］，21世紀ホームセンター経営研究会（編）［2003］，拙稿［2004］

ホームセンター企業におけるチェーンストア経営 105



経営研究会が最近行なった調査から，チェーンストア経営と個店経営の分業の仕方に関する検討

を行なう。

この調査は，分業に関して，どのような業務をどちらがどの程度負担するのか，という具体的

な実態を調査し，その全体像を探るファクト・ファインディングのための調査のため，それほど

詳しい仮説を立てることは出来ないが，これまでの考察から大筋では下記のような仮説が考えら

れる。

・従来のチェーンストア経営のような，本部決定・個店実行という分業ではなく，本部の権限を

減少させ，個店の権限を増加させる方式が有効である

・その内容としては，本部が全体の方針を決め，より細かい業務レベルは個店に意思決定を移譲

する，という方式になる

３ ホームセンター店舗データによる実証研究

３－１ サンプルとデータ

本章では，21世紀HC経営研究会が行なった「ホームセンター企業幹部社員アンケート調査」

データを用い，各店舗の経営方式に関する分析を行ない，前述の仮説に関する検討を行なう。本

調査では全国のHC 42社にアンケートを出し，26社111人から回答を得ている。111人の内，店

長が53人，バイヤーが58人である。アンケートでは各種業務について，商品部・営業部といった

本部が責任を持つチェーンストア方式の運営が行なわれているのか，あるいは店舗が責任を持つ

個店レベルでの運営が行なわれているのか，が問われ，さらにそれらの方式の結果，現状でうま

くいっているか否かが問われている。本章の分析では，まずこれらの集計結果から現場での業務

運営の方法の動向を探る。次にその結果，それらの業務運営方法がうまくいっているか否か，と

の質問との関連が調べられる。さらに，それらの人々が属する企業が上げている業績との関連が

分析され，各種業務運営の方法の是非が考察される。

このデータには，同じ企業に属する複数の店長，複数のバイヤー（多くは２名ないし３名）の

回答が含まれているので，企業業績との関係を見るとき，それらに対する業績は皆同じものに

なってしまう。しかしアンケートを見ると，同一企業内でも業務に関する回答は必ずしも一致し

ていない。つまり，ひとつの企業内でも，本部が担当するのか，店舗が担当するのか，というこ

とに関してきちっと決まっているものと決まっていないものがバラバラにある，ということにな

る。そこで今回はすべて独立サンプルと考え，店長・バイヤー個々人の各業務に対する行動・考

え方と彼らが属する企業の業績との関係をQAQ
16)

Fで分析する，という方法をとる。QAQFでの

分析基準としては収益性（HC部門の売上高経常利益率，全社の売上高当期利益率，ともに５点満点

16) 定性要因の定量分析法（Quantitative Analysis for Qualitative Factors)。詳しくは岡本大輔［1996］

pp.5-6.
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に基準化）を用い
17)

る。

３－２ 分析結果

３－２－１ 売上実績責任と粗利額責任

まず最初に「店舗の売上実績責任」をどの部門が負っているか，という質問を見ると，図表２

のように，“店舗”という回答が68％で最も多く，“商品部・営業部”を合わせた本部レベルが

28％であった。一方「店舗の粗利額責任」に関しての質問では，“商品部”が56％で最も多く，

“営業部”と合わせた本部レベルが63％となり，“店舗”は32％であった（図表３)。通常よく言

われるように，売上責任は店舗，粗利責任は本部，という結果となっている。ここでそれぞれの

方式と，その回答をした店長・バイヤーの所属する企業の業績との関係を見ると， 店舗の売上実

績責任」と収益性との関係では，全体として商品部が責任を持つ企業の収益性が統計的に有意に

高くなっている（図表４図表
18)

５)。一方「店舗の粗利額責任」と収益性との関係を見ると，店舗が

責任を持つ企業の収益性が高くなっている（図表６図表７)。つまり，売上責任と粗利責任に関し

て，業績との関係は実態と逆になっている。実態では，売上に関しては店舗責任，粗利に関して

は商品部責任，という企業が多いという話をよく聞き，今回のデータでもそうなっている。とこ

ろが収益性を見ると，逆の関係で，売上は商品部が責任を持ち，粗利は店舗が責任を持つ，とい

う企業で高くなっているのである。

何を売るのか，という商品の選択は本部・商品部に任せて，コストまで考慮した粗利は店舗責

図表２ 店舗の売上実績責任 図表３ 店舗の粗利額責任

営
業
部

13
％

不
定
４
％

営
業
部
７
％

不
定
５
％

17) 各社HC部門売上高およびHC部門経常利益は，アイリスオーヤマ株式会社による推計。全社の売上高

及び当期利益は，帝国データバンク［2006］による。

18) 下線は最大値，＊は５％統計的有意を示す。以下同様。

図表４ 店舗の売上実績責任と収益性 図表５ 店舗の売上実績責任と収益性（全体)

HC収益性 企業収益性

責任 全体 店長 バイヤー 全体 店長 バイヤー

商品部 2.678 2.403 2.769 2.817 2.795 2.826

営業部 2.034 1.995 2.044 2.159 2.267 2.116

店舗 2.494 2.702 2.247 2.450 2.575 2.303
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任とすべきではないか，ということが考えられる。もちろん単一製品に関する仕入れ値を店舗側

で左右することはできないので，単一製品に関する粗利に責任を持つことはできない。しかしど

の製品を売って粗利の合計額をどのくらい達成するのか，ということは店長の重要な仕事といえ

る。粗利の少ない製品をどんどん売っても，売上は伸びるかもしれないが粗利は増えない。同様

にそれぞれの製品を値下げすれば売れるかもしれないが粗利は増えない。この責任，つまり粗利

を意識した店舗経営の責任を店舗レベルで負わず，本部レベルで負担してしまっては，店舗の，

そして店長の最も重要な仕事を奪ってしまうことになる。逆に言えば，この仕事をしっかりと店

舗レベルに任せ，各店舗で粗利を意識した店舗運営を行なっているHCが，企業レベルにおい

ても成果を出している。現在のHC経営において，本部の関与が大きすぎ，店舗レベルの業務・

責任が軽視されすぎているのではないか，という大筋の仮説は支持されている，といえる。

３－２－２ 本部レベルの仕事【商品ラインの決定他】

本部が売上責任を持つということはどういうことかを考えるため，何を売るか，という問題，

商品ライン決定の責任部門」という質問項目を見る。“商品部決定＋店舗意見反
19)

映”という回答

が最も多く36％，次いで“商品部決定”33％，“商品部決定＋店舗・営業部意見反映”28%とな

り，“店舗決定＋商品部支援”という回答はわずか３%であった。またそれぞれの方式がうまく

いっているかどうかの自己評価を６点満点で見ると，“店舗決定”とする場合に最も低く，“商品

部＋店舗・営業部”とする場合に最も高くなっている（図表８)。業績との関係を見ても“商品

部＋店舗・営業部”とする企業が高収益の傾向である（図表９)。商品ライン決定には店舗と営業

部の意見も反映されるべきと言えるが，ここで確認しておきたいのは，ほとんど商品部で決める，

ということで，商品ラインの決定は本部レベルの仕事であるという点である。店舗で何を売るか

を決める，商品ラインを決める，ということはないのである。

チラシ掲載商品選定」についてみると，“商品部全て選定”が最も多く55%，“商品部選定，

店舗意見加味”33%，“商品部・営業部選定”5％，“営業部選定”4％，“営業部選定，店舗意見

加味”3％となった。自己評価を見ると，商品部全て，とする人がその結果，うまくいっている

図表６ 店舗の粗利額責任と収益性 図表７ 店舗の粗利額責任と収益性（全体)

HC収益性 企業収益性
責任

全体 店長 バイヤー 全体 店長 バイヤー

商品部 2.330 2.329 2.330 2.472 2.539 2.429

営業部 2.159 2.275 2.135 2.280 2.862 2.183

店 舗 2.788 2.986 2.441 2.540 2.658 2.334

19) 実際のアンケートでは「商品部がほとんどを決定するものの，店舗の意見も反映される」となっているが，

図表の表記との統一を図るため，省略形での表記を用いる。以下同様。
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と感じている（図表10)。ところが業績との関係を店舗の意見を考慮しない場合とする場合で比

較すると，圧倒的に店舗の意見を考慮するとする企業が高収益を上げている（図表11)。ここで

確認しておきたいことは次の２点である。まずチラシ掲載商品は本部（商品部）で選ぶが，店舗

の意見も考慮すべきであることで，いくら本部レベルで選ぶといっても，店舗の意見も重要であ

るという点。もうひとつは本部レベルの業務か，店舗レベルの業務か，という話になると，やは

り本部レベルの業務であるという点である。これは，最初に論じた，扱う商品をどうするのか，

という問題であり，商品ラインの決定とも密接に関連しており，本部レベルの業務である，と言

える。またこの問題は在庫管理においても同様で， 在庫管理の責任部門」をみると，“商品部”

22％，“営業部”7％，“店舗”70％，“不定”1％となっているが，業績との関係を見ると，商品

部責任とする企業が高収益を上げている（図表12)。

次に「定番商品の発注」に関する質問では，“店舗社員発注”が53％で最も多く，“店舗社員指

示・パート･アルバイト発注”20％，“規定に従いパート･アルバイト発注”17％，となり，“本部

発注”はわずか10％であった。ところが業績との関係を見ると本部発注を行なっている企業が高

収益となった（図表13)。データは割愛するが「季節・特売商品」でも同様の傾向が見られる。こ

れらも，全体として何を売るかという問題であり，商品ライン，チラシ掲載商品，在庫管理の項

と同じ結果になっている。

2.000

3.548

3.400

3.243

店舗＋商

商品部＋店営

商品＋店

商品部

自己評価

図表９ 商品ラインの決定と企業収益性図表８ 商品ラインの決定

3.457

2.833

3.250

3.508

商品部＋店

商＋営

営業部

商品部

自己評価

図表11 チラシ掲載商品選定と企業収益性図表10 チラシ掲載商品の選定

営業部＋店 1.667
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３－２－３ 店舗レベルの仕事【ゾーニング・レイアウト他】

ゾーニングやレイアウトの責任部門」という質問を見てみると，“商品部”66％，“営業部”

20％，“店舗”10％，“不定”4％という回答であったが，業績との関係を見ると，“店舗”とする

企業が高収益を上げている（図表14)。食品スーパーなどのように「入り口から左に入ってまず

野菜売り場があり，時計回りに移動しながら壁面に魚・肉類，牛乳・ジュース類が続き，売り場

中央部にドライ食品，パントリー商品があるといったある程度標準的なレイアウト」のないHC

にとって個店レベルの責任は大きい，と言える。 POP作成部門」という質問では，商品導入時

で“商品部”55％，“営業部”24％，“店舗”15％，“不定”5％であるが，一方商品導入後では

“商品部”25％，“商品部＋店舗”12％，“営業部”8％，“営業部＋店舗”8％，“店舗”42％，

“不定”5％となっている。最初は本部レベルの仕事，その後は店舗レベルの仕事が増えるもの

のやはり本部の方が多い，という傾向である。ところが業績との関係を見ると導入時もその後も

店舗が作成する，という企業が圧倒的に高収益をあげている（図表15)。POPを商品部がやる

ケースは多いが現場の問題であり，店舗に任せるほうが良い，と言える。POPで何をアピール

するか，顧客に何を考えてもらうのかは，ゾーニング・レイアウトとも密接に関係してくる。

ゾーニング・レイアウトで商品をアピールしてまずは顧客の注意を引き，そこに見合ったPOP

に細かい解説がついていなければならない。この組合せは店舗によって異なるので，現場の問題

であり，店舗に任せるほうが良い，と言える。

図表12 在庫管理と企業収益性 図表13 定番発注と企業収益性

図表15 POP作成と企業収益性図表14 ゾーニング・レイアウトと企業収益性
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POSデータ分析部門」を見ると，“商品部”67％，“営業部”15％，“店舗”11％，“不定”

7％で，ほとんど本部レベルの仕事になっている。しかし業績との関係を見ると，店舗で行なっ

ている企業が高収益である（図表16)。これは現場レベルの話なので，現場で分析するほうが効

率的ということである。実際問題としてはなかなかできないが，この難しい課題を解決している

企業が高収益を上げていることも事実である。現場の情報は現場で分析して，組織内でその結果

を共有することが高収益につながる。

POSデータ分析，というと難しい話になるが，現場情報を集めて，皆で共有できるようにす

るだけでもだいぶ違う。 販売員の意見収集」を見ると，“商品部”15％，“営業部”30％，“店

舗”36％，“不定”16％，“していない”2％，という結果である。意見収集程度だと店舗で行

なっているという回答が３割を超すが，それでも本部レベルのほうが多い，という現状である。

自己評価を見ると，店舗レベルで行なっていると回答した人ほど，うまくいっていると感じてい

る（図表17)。そして業績との関係では，店舗レベルで行なっている企業が高収益を上げている

（図表16)。店舗レベル，現場レベルでの意見収集が必要といえる。

４ 要約と結論

日本のホームセンター市場は1970年代以降，わずか30余年で３兆円を越える巨大市場に成長し，

現在もまだ成長市場である。既存の住関連市場を取り込むとともに，その潜在的ニーズを掘り起

こし，住関連市場自体を拡大・成長させてきた。しかし21世紀に入りその成長が鈍化し，その経

営方式に問題点が指摘され始めている。GMS・スーパー同様，チェーンストア経営の方式をうま

く取り入れて成長してきたホームセンター各社であるが，現在のオーバー・ストアの状況に足踏

み状態の企業が増えてきている。本部中心のチェーンストア方式は，多店舗展開による標準化・

分業化などによる規模の利益が追求され，ホームセンター市場でもその草創期にあっては十分機

能してきたが，現在ではデメリットの方が大きくなってきている。本部の権限が大きすぎ，各個

店の店舗レベルの力が十分に発揮されておらず，個性化・多様化する消費者ニーズに十分対応で

図表16 POSデータ分析・販売員の意見収集と企業収益性 図表17 販売員の意見収集

自己評価

商品部

営業部

店舗

不定

していない

2.941

2.818

3.200

2.944

1.000
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きていない，という問題が指摘されている。本小論では，ホームセンター企業における望ましい

チェーンストア経営を考えるため，21世紀HC経営研究会のデータを利用し，本部中心の

チェーンストア経営と店舗レベルで力を発揮する個店経営とでの業務の分担状況，その結果とし

ての企業業績との関連を調べた。

具体的には実証研究において，本部レベルで行なったほうが良い業務と店舗レベルで行なった

ほうが良い業務をアンケート調査分析によりいくつか例示した。本部レベルの業務が望ましい，

としたものの中にも，本部が中心となって行なうものの店舗レベルの意見も取り入れるべき，と

いうものも多く，全体的には仮説どおり，店舗レベルの業務を現状よりももっと重視していくべ

きであり，本部レベルの権限の減少が望まれる，という結論になった。

各業務が本部レベルの仕事か，店舗レベルの仕事かを決める際には，仮説で提示したように，

本部が全体の方針を決め，より細かい業務レベルは個店に意思決定を移譲する，という方式が有

効であることも確認できた。換言すれば，各業務をWHATとHOW に分けて考える方式，と

も言える。ここでWHATとは全体の方向性の決定，何をするかという業務の方針・内容の決定

という問題であり，HOW とはWHATで決めた枠内でそれを如何に効率的に行なうかという実

行方法の問題である。このように分けて考えれば，本部はWHAT担当，店舗はHOW 担当と

いう具合に分けることが出来る。WHATの最大要素は，店で何を売るかという意思決定であり，

商品ライン，チラシ掲載商品を本部が決め，そのための在庫管理，それに沿った定番商品の発注

も本部中心となる。HOW は，WHATをどのように実現するかという具体的な手段になるので，

店舗のレイアウト，POP作成などは店舗レベルの仕事となる。現場情報の収集分析のための

POSデータ分析，販売員意見収集なども店舗レベルの仕事である。全体として何を売るか，と

いうWHATで決まる売上実績の責任は店舗ではなく本部レベルで負い，どのように売るか，

つまり，いろいろなコストをも勘案した利益の段階はHOW を含む話になるので，各店舗レベ

ルで責任を負う，というような発想にすることが望ましいと言える。

ホームセンター市場草創期のように，需要が供給を上回っていた時代には，量の勝負であり，

何を売るか，という問題より，いかに売るか，というHOW の問題が重要であったため，本部

中心のチェーンストア経営をそのまま実行して本部がHOW を決めていればうまくいったと考

えられる。現在のような成熟市場，オーバー・ストアの状態においては，本部はWHATに専念

すべきであり，HOW は個店に移譲していく方式が望ましいといえる。

APPENDIX 21世紀HC（ホームセンター）経営研究会調査

調査機関：21世紀HC経営研究会（アイリスオーヤマ株式会社，日本総合研究所）

座 長：岡本大輔（慶應義塾大学商学部教授）(2000－現在）

専門委員：高橋郁夫（慶應義塾大学商学部教授）(2000－2003）

清水聰（明治学院大学経営学部教授）(2003－現在）

小川孔輔（法政大学経営学教授）(2004－2005）

業界委員：大山健太郎（アイリスオーヤマ株式会社代表取締役社長）(2000－現在)，他匿名HC経営
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者数名

研究管理：富永哲郎（財団法人日本総合研究所理事・東京事務所長）(2000－現在）

佐藤和彦（財団法人日本総合研究所調査研究部長）(2000－現在）

調査対象：ホームセンター店舗（11社・延べ874店舗）

ホームセンター幹部社員（26社・111名）

調査時期：2000年－現在

調査項目：店舗計数調査・店長調査・消費者調査

(店舗別の経営戦略関連，店長・社員関連，財務データ etc.）170項目

幹部社員調査（店長及び本部（商品部・営業部）アンケート調査）147項目

調査方法：アンケート，訪問インタビュー
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［付記］

堀田先生には，商学部スタッフの大先輩として公私ともども大変お世話になりました。私が助

手時代に初めて『三田商学研究』で論文を発表した際，真っ先に詳細なるコメントを下さったの

が堀田先生でした。1997年から99年に先生が商学部長を務められた際，私は物理学の表実教授と

ともに学部長補佐をさせていただきましたが，非力な私を逆に補佐してくださったのが堀田先生

でした。先生からの多大なるご指導に感謝するとともに，今後の先生の益々のご健勝・ご活躍を

お祈り致します。
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